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Openに、Fairに、Bestを尽くして�
環境課題に対処します�
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社名:日東電工株式会社�

設立:1918年10月25日�

本社:大阪府茨木市下穂積1丁目1番2号�

資本金:267億8,300万円（2002年3月31日現在）�

従業員:2,984名（2002年3月31日現在）�

連結売上高:3,389億3,000万円(2001年度)�

単独売上高:1,954億5,600万円(2001年度)�
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　地球上に生息している生物は、

原始の海から陸に上がり、環境の

変化に対応して多様に進化して

来ました。しかし私たちに豊かな

暮らしをもたらしたはずの２０世

紀はその環境に多大な影響を与

えてしまい、太古より生き抜いて

きた生物の生存すら危ぶまれる

状況になってしまいました。�

我々個人はもとより、これからの

企業活動は「環境との調和」を第

一に考えることが不可欠です。�

　日東電工では、グループ会社全

てに環境予算を設定し、2001年

度は、産業廃棄物の廃棄量、有機

溶剤排出量に関して削減目標を１

年前倒しで達成し、更に高い削減

目標を掲げてチャレンジして�

います。また、環境会計を対策や

成果に繋げるための評価として

フローコスト会計の導入に、他社

に先駆けて取り組んでいます。�

今後とも「出口対策から源流対策

へ」を合言葉に「環境経営」を実

践して行くことをお約束します。�
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　当社は、すべてのことをオープ

ンにして、フェアーに判断して、�

出た結論にはベストを尽くす、の�

「Open、Fair、Best」の精神で�

環境問題にも取り組みます。�

この環境報告書には、２００１年度の

取り組みと結果をまとめました。

日東電工グループの環境活動を

多くの方にご理解頂くとともに、�

皆様からのご提案、ご助言を賜り

たいと存じます。�

�
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■２００２年度に向けての活動計画�

　２００２年度　環境活動計画概要･･････････････17�
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環境報告書作成に当たって�

　今年度の環境報告書の作成に当たって、その編

集方針を改めました。�

　昨年度までは、環境報告書を発行している多く

の先輩企業に学び、記載内容を網羅的に、できる

だけ多くの内容を盛り込むことで充実を図って行

こうと考えていました。しかしそれは、ページ数が

膨大になってしまい、日東電工グループが目指す

「環境経営の考え方」や「その年度の活動内容」

が不鮮明になるとの判断にいたり、今年度から試

行的に下記の内容を中心に編集いたします。�

１．当社グループの業種、業態に起因して発生する

　独特の環境負荷を明確にし、製造段階の負荷低

　減に力点を置いた取り組み姿勢と活動の結果

　を報告。�

２．発行年度の時代趨勢を踏まえた項目に関する

　活動の報告。�

　例えば、今年度版は「PRTRへの取り組み」�

３．当社グループ独自の活動や先進的な活動の�

　紹介。�

　環境報告書はホームページとの相互補完とす

ることで紙面を削減し、記載は技術的内容を中心

にして当社グループの活動を理解していただき

やすくします。�
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